※本テンプレートは委任状(汎用)を主構成とし、5種類の用途別バリアント(株主総会議決権行使/商業登記/不動産登記/契約締結代理/役所手続)を備えています。民法第643条(委任)および関連条文に基づく代理権付与の証明書面として設計しています。委任事項は具体的に特定することが重要で、白紙委任状はリスクが大きいため避けてください。委任状は印紙税法上の課税文書に該当せず、印紙税は不要です。

委任状
Part 1:汎用委任状(基本書式)

委任状
1. 委任者・受任者
【委任者(本人)】
	項目
	内容

	住所
	[委任者の住所]

	氏名(自署)
	[委任者の氏名] 印

	連絡先
	[電話番号・メールアドレス]

	(法人の場合) 代表者
	[代表者役職・氏名]


【受任者(代理人)】
	項目
	内容

	住所
	[受任者の住所]

	氏名
	[受任者の氏名]

	連絡先
	[電話番号・メールアドレス]

	(法人・士業の場合) 所属
	[事務所名・所属組織]


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、次の事項を委任する。
1. [委任事項を具体的に記載]
1. [必要に応じて追加]
1. 上記事項に関連する一切の付随的事項
3. 委任期間
本委任状の有効期間は、[YYYY年MM月DD日]から[YYYY年MM月DD日]までとする。 (または:本委任事項の完了をもって失効するものとする。)
4. 撤回権
委任者は、民法第651条に基づき、いつでも本委任を撤回することができる。撤回は、書面または電磁的方法による通知をもって効力を生じる。
5. 復代理
☐ 受任者は、委任者の事前の書面または電磁的方法による承諾なく、第三者を復代理人として選任することはできない。 ☐ 受任者は、本委任事項の遂行上必要な範囲で、第三者を復代理人として選任することができる。
6. 報酬
☐ 本委任は無償とする(民法第648条第1項)。 ☐ 委任者は受任者に対し、委任事務終了後、金[金額]円(消費税別)を報酬として支払う。
7. 受任者の義務
1. 受任者は、委任事務を善良な管理者の注意をもって処理する(民法第644条)。
1. 受任者は、委任者の請求があるときは、いつでも委任事務の処理状況を報告し、委任事務終了後は遅滞なく経過および結果を報告する(民法第645条)。
1. 受任者は、委任事務の処理に当たり受け取った金銭その他の物を、委任者に引き渡す(民法第646条)。
8. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者 住所:[委任者の住所] 氏名(自署):[委任者の氏名] 印(または電子署名) (法人の場合:[代表者役職・氏名] 印)

Part 2:用途別バリアント
2-1:株主総会・社員総会議決権行使委任状

株主総会(または社員総会)議決権行使に関する委任状
[株式会社/合同会社の正式名称] 御中
1. 委任者・受任者
	項目
	内容

	委任者(株主・社員)氏名
	[氏名]

	委任者の住所
	[住所]

	株主番号(または社員番号)
	[番号]

	保有株式数(または出資額)
	[株式数]株(または金[金額]円)

	受任者氏名
	[氏名]

	受任者の住所
	[住所]

	(受任者が株主・社員でない場合の注記)
	受任者は[株主・社員]に該当しない・該当する


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、下記の[株主総会/社員総会]における議決権の行使を委任する。
	項目
	内容

	対象総会
	[株式会社○○/合同会社○○]の[第○期定時/臨時]株主総会(社員総会)

	開催日時
	[YYYY年MM月DD日] [HH]時[MM]分

	開催場所
	[開催場所]


3. 議決権行使の指示
(1) 賛否指示あり型
	議題
	賛否

	議題第1号:[議題]
	☐賛成 ☐反対 ☐棄権

	議題第2号:[議題]
	☐賛成 ☐反対 ☐棄権

	議題第3号:[議題]
	☐賛成 ☐反対 ☐棄権


(2) 白紙委任(議長一任)型
☐ 議決権の行使については、受任者の判断に一任する。 ☐ 各議題について議長(または会社の提案する原案)に賛成する。
4. 委任期間
本委任は、上記株主総会(社員総会)の終了をもって失効する。
5. 撤回権
委任者は、本総会の開催前であれば、いつでも本委任を撤回できる(会社法第310条準用・民法第651条)。
6. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者氏名(自署):[氏名] 印

2-2:商業登記申請委任状

商業登記申請委任状
1. 委任者・受任者
【委任者(会社)】
	項目
	内容

	商号
	[株式会社/合同会社の正式名称]

	本店所在地
	[本店所在地]

	代表者役職・氏名
	[代表者役職・氏名]

	会社法人番号
	[○○○○-○○-○○○○○○]


【受任者(代理人)】
	項目
	内容

	住所
	[受任者の住所/事務所所在地]

	氏名
	[受任者の氏名]

	資格(該当時)
	☐司法書士 ☐弁護士 ☐その他([資格])

	登録番号(該当時)
	[登録番号]


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、下記の登記申請およびこれに付随する一切の事項を委任する。
	項目
	内容

	登記の目的
	☐代表取締役(代表社員)の変更 ☐本店所在地の変更 ☐商号変更 ☐事業目的変更 ☐その他([登記事項])

	登記原因日付
	[YYYY年MM月DD日]

	登記事項の内容
	[変更後の内容を具体的に記載]

	申請先法務局
	[○○法務局○○支局・出張所]


3. 付随事項
1. 上記登記申請に必要な添付書類(議事録・就任承諾書・印鑑証明書等)の提出
1. 登記事項証明書・印鑑証明書の取得
1. 登記完了後の関連手続(税務署・年金事務所・銀行等への届出は別途委任)
1. 補正があった場合の対応
1. 登録免許税の納付
4. 委任期間
[YYYY年MM月DD日]まで(または本登記申請の完了をもって失効)。
5. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者 商号:[株式会社/合同会社の正式名称] 本店所在地:[本店所在地] 代表者役職・氏名:[代表者役職・氏名] 会社実印
(印鑑証明書を添付してください)

2-3:不動産登記申請委任状

不動産登記申請委任状
1. 委任者・受任者
【委任者】
	項目
	内容

	住所
	[住所]

	氏名
	[氏名]

	(法人の場合)
	商号・本店・代表者役職氏名


【受任者(代理人)】
	項目
	内容

	住所
	[受任者の住所/事務所所在地]

	氏名
	[受任者の氏名]

	資格(該当時)
	☐司法書士 ☐弁護士 ☐その他

	登録番号(該当時)
	[登録番号]


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、下記の不動産登記申請およびこれに付随する一切の事項を委任する。
3. 不動産の表示
【土地】
	項目
	内容

	所在
	[○○県○○市○○町○○]

	地番
	[○○番○○]

	地目
	[宅地/田/畑/山林等]

	地積
	[○○.○○]平方メートル


【建物】
	項目
	内容

	所在
	[○○県○○市○○町○○]

	家屋番号
	[○○番○○]

	種類
	[居宅/店舗/事務所等]

	構造
	[構造]

	床面積
	[○○.○○]平方メートル


4. 登記の目的・原因
	項目
	内容

	登記の目的
	☐所有権移転 ☐抵当権設定 ☐抵当権抹消 ☐その他([登記事項])

	登記原因
	☐売買 ☐贈与 ☐相続 ☐その他([原因])

	登記原因日付
	[YYYY年MM月DD日]

	申請先法務局
	[○○法務局○○支局・出張所]


5. 付随事項
1. 上記登記申請に必要な添付書類の提出
1. 登記識別情報通知書・登記事項証明書の受領
1. 登録免許税の納付
1. 補正があった場合の対応
6. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者 住所:[住所] 氏名:[氏名] 実印
(印鑑証明書を添付してください)

2-4:契約締結代理委任状

契約締結代理委任状
1. 委任者・受任者
【委任者(本人)】
	項目
	内容

	住所
	[住所]

	氏名
	[氏名] 印

	(法人の場合)
	商号・本店・代表者役職氏名


【受任者(代理人)】
	項目
	内容

	住所
	[受任者の住所]

	氏名
	[受任者の氏名]

	(関係)
	☐配偶者 ☐親族 ☐従業員 ☐弁護士 ☐その他


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、下記の事項を委任する。
	項目
	内容

	契約相手方
	[氏名・名称]

	契約の種類
	☐売買契約 ☐賃貸借契約 ☐業務委託契約 ☐その他([契約名])

	契約対象
	[物件・業務内容等を具体的に記載]

	契約金額の上限
	金[金額]円(超える場合は委任者の事前承諾を要する)


3. 代理権の範囲(該当するものを選択)
☐ 契約締結のみ(契約書への記名押印) ☐ 契約締結+契約の履行(金銭の授受・物の引渡し等を含む) ☐ 契約締結に至るまでの交渉(契約締結権限を含まない) ☐ その他([具体的に記載])
4. 委任期間
[YYYY年MM月DD日]から[YYYY年MM月DD日]まで(または本契約締結の完了をもって失効)。
5. 撤回権
委任者は、いつでも本委任を撤回することができる(民法第651条)。撤回は、書面または電磁的方法により受任者に通知することで効力を生じる。
6. 受任者の善管注意義務
受任者は、本委任事項の遂行において、善良な管理者の注意をもって委任者の利益を最優先に行動する(民法第644条)。
7. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者 住所:[住所] 氏名(自署):[氏名] 実印(または電子署名)
(重要な契約の場合、印鑑証明書を添付してください)

2-5:役所手続用委任状(住民票・印鑑証明取得等)

役所手続委任状
[○○市役所/区役所/町役場/村役場] 御中
1. 委任者・受任者
【委任者】
	項目
	内容

	住所
	[住所(現住所)]

	氏名
	[氏名]

	生年月日
	[YYYY年MM月DD日]

	連絡先(電話番号)
	[電話番号]


【受任者(代理人)】
	項目
	内容

	住所
	[住所]

	氏名
	[氏名]

	生年月日
	[YYYY年MM月DD日]

	(委任者との関係)
	☐配偶者 ☐親族 ☐その他

	本人確認書類
	☐運転免許証 ☐マイナンバーカード ☐その他


2. 委任事項
私(委任者)は、上記の者(受任者)を代理人と定め、次の手続を委任する。
	項目
	内容

	取得する書類
	☐住民票の写し ☐印鑑登録証明書 ☐戸籍謄本 ☐戸籍抄本 ☐住民票記載事項証明書 ☐その他([書類名])

	発行通数
	[○]通

	使用目的
	○○のため

	取得時の手数料
	受任者が立替え、後日委任者から精算する


3. 委任期間
[YYYY年MM月DD日]まで(または本取得手続の完了をもって失効)。
4. 作成日・署名
[YYYY年MM月DD日]
委任者 住所:[住所] 氏名(自署):[氏名] 印

Part 3:委任状作成時の確認事項
3.1 用途別の押印・印鑑証明書の要否
	用途
	押印の種類
	印鑑証明書

	株主総会議決権行使
	認印または電子署名
	不要(通常)

	商業登記申請
	会社実印
	必要(発行3か月以内)

	不動産登記申請
	実印
	必要(発行3か月以内)

	不動産売買契約締結
	実印
	推奨

	役所手続(住民票等)
	認印
	不要(通常)

	税務手続(税理士委任等)
	認印または電子署名
	不要(通常)

	銀行手続
	銀行届出印
	必要(銀行による)


3.2 電子委任状の取扱い
· 電子署名法第3条により、電子署名のある電子委任状は紙の押印と同等の法的効力を有します。
· 商業登記・不動産登記等の特定手続では、電子委任状の取扱いに別途規定がある場合があるため、法務局・役所の指示を確認してください。
· 電子契約サービスのタイムスタンプ・改竄検知機能により、委任状の証拠力が高まります。
3.3 白紙委任状の禁止
· 委任事項・受任者を空欄のまま署名押印する白紙委任状は、権限濫用リスクが極めて高いため、絶対に避けてください。
· 緊急時にやむを得ず白紙委任状を交付する場合、必ず期限・受任者を特定し、コピーを保管してください。
· 電子契約により、タイムスタンプで白紙交付時点を客観的に証明することが推奨されます。
3.4 委任の撤回(民法第651条)
· 委任は、いつでも任意解除可能です(民法第651条)。
· 撤回は、受任者への書面または電磁的方法による通知をもって効力を生じます。
· 委任状の撤回時は、書面写しの回収または無効化通知が必要です。
· 委任者の死亡・破産・後見開始等により、委任は自動的に終了します(民法第653条)。

印紙税に関する注記
委任状は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。委任状は契約書ではなく、委任者から受任者への代理権付与を証明する一方的な書面であり、印紙税法別表第一の各号文書のいずれにも該当しないためです。
紙の委任状・電子の委任状のいずれの形式でも、印紙税は不要です。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な委任は弁護士・司法書士にご相談ください。
· 本テンプレートは委任状(汎用)を主構成とし、5用途別バリアント(株主総会議決権行使/商業登記/不動産登記/契約締結代理/役所手続)を備えています。用途に応じて適切なバリアントを選択してください。
· 委任事項は具体的に特定してください。「一切の事項を委任する」等の包括的記載は、受任者の権限濫用リスクが極めて高くなります。
· 委任期間を必ず設定し、無期限委任は避けてください。
· 用途により実印+印鑑証明書が必要となる場合があります(商業登記・不動産登記等)。Part 3の表で要否を確認してください。
· 白紙委任状は厳禁です。やむを得ない場合は、期限・受任者を特定し、電子契約による交付を活用してください。
· 株主総会議決権行使委任状(2-1)では、多くの会社の定款で「代理人は株主に限る」等の制限があるため、受任者が株主・社員に該当するかを事前に確認してください。
· 商業登記申請委任状(2-2)・不動産登記申請委任状(2-3)では、会社実印または実印+印鑑証明書(発行3か月以内)の添付が必要です。
· 契約締結代理委任状(2-4)では、代理権の範囲を明確に限定し、不要な権限は付与しないようにしてください。金額の上限設定が推奨されます。
· 役所手続用委任状(2-5)では、自治体により様式・要件が異なる場合があるため、事前に役所窓口で確認してください。マイナンバーカードによるコンビニ交付サービスも検討してください。
· 電子委任状は、電子署名法第3条により紙の押印と同等の法的効力を有します。電子契約サービスのタイムスタンプ・改竄検知機能を活用してください。
· 委任はいつでも撤回可能(民法第651条)です。撤回時は受任者への通知が必要です。
· 委任状は印紙税の対象外です(不課税)。紙でも電子でも印紙税は不要です。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。
